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解体工事業の技術者要件にかかる専任技術者の配置における注意点 

 
○解体工事業の技術者要件にかかる経過措置 

 

・ 令和３年（平成３３年）３月３１日までの間は、既存のとび・土工工事業の技術者は、

すべて解体工事業の技術者とみなされます。 

 

※ 上記の経過措置により、既存のとび・土工工事業の技術者要件にて解体工事業の専任技

術者を配置している建設業者は、令和３年４月１日以降も解体工事業の許可を継続して

受ける場合、経過措置期間満了までに、専任技術者が解体工事業の技術者要件を満たす

か、解体工事業の技術者要件を満たす者に変更しなければなりません。 

 

 

○経過措置により、既存のとび・土工工事業の技術者要件にて解体工事業の専任技術者に

なっている者が解体工事業の技術者要件を満たした場合の手続き 

 

「営業所専任技術者の変更（有資格区分の変更）」に該当しますので、事実発生後２週間以

内に以下の書類を３部（正本 1部、副本 2部）提出してください。 

なお、変更届の表紙も添付してください。 

①「変更届出書（様式第２２号の２）」・・・第二面が省略できるもの 

②「専任技術者一覧表（様式第１号別紙四）」 

③「専任技術者証明書（様式第８号）」 

④ 解体工事業の技術者要件を満たしたことを証する書類（実務経験証明書、登録解体工事

講習修了証、該当する資格証明書の写し等） 

 

経過措置期間満了時（令和３年（平成３３年）３月３１日時点）に解体工事業の技術者要

件を満たしていない場合（要件を満たしているものの変更届出書を提出しない場合も含む）、

その時点をもって解体工事業の許可は取消となりますのでご注意ください。 

 

○変更届出書の記入について 

 

Ｐ２７の（例）によると、当該専任技術者が解体工事業の技術者要件を満たすためには、

解体工事に関する実務経験１年以上を有するか、または、登録解体工事講習を受講するか、

または、技術者要件を満たす新たな資格を取得する必要があります。 
経過措置期間満了までに、変更届出書（営業所専任技術者の有資格区分の変更）を提出し

て、解体工事業の技術者要件を満たす必要があります。 

 

⇒次のページは、「変更届出書（様式第２２号の２）」、「専任技術者一覧表（様式第１号別

紙四）」、「専任技術者証明書（様式第８号）」の記載例です。なお、記載例は、経過措置期

間中に登録解体工事講習を受講したことを想定しています。 
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①「変更届出書（様式第２２号の２）」の記載例 

                    

 
②「専任技術者一覧表（様式第１号 別紙四）」の記載例 

 
③「専任技術者証明書（様式第８号）」の記載例

 

様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用(8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設業法第15条第2号

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

について変更があつたので届出をします。 令和 2 年 4 月 11 日

記

登録解体工事講習受講
（または実務経験取

得）による変更

1 日
三重県　知事 特

1 08 年第 0

変更年月日

一級土木施工管理技士（附則第４条該当） 一級土木施工管理技士 R2.4.1

9 9 9 9 9 号2 4
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）

3

許 可 番 号 ３ ６

項 番

 三重県　知事

大臣
コード

知事

０

（用紙Ａ４）

０

備　　　　　考

変　更　届　出　書

下記のとおり、

5 10 11

月 0平成 2

０ ０

13 15

（第一面）

届出者 代表取締役　三重太郎　　　　　　　　　　　　印

北海道開発局長
地方整備局長

６

有資格区分

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後

2 8

経過措置満了日（令和３年３月３１日）まで

に提出してください。

届け出時に有効な許可年月日が

複数ある場合は最も古いものを記

入します。

別紙四

専任技術者一覧表
令和2年4月11日

フ　　　　リ　　　　ガ　　　　ナ

営 業 所 の 名 称 専 任 の 技 術 者 の 氏 名 建 設 工 事 の 種 類 有 資 格 区 分

本　　社

イセ　サブロウ

伊勢　三郎 土-9、と-9、解-9 １３

専任技術者が担当する業種について、業種の略
号に続けて工事種類のコードを記入します。
（Ｐ２７「専任技術者 工事種類・有資格区分コード
表」参照）

解体工事業の技術者要件を満た

したため、「１Ｃ」を削除して、

「１３」のみ記載します。

（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

専任技術者証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和　２　年　４　月　１１　日

地方整備局長 　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
北海道開発局長 申請者 　　　エム・アイ・イー土木株式会社

三重県　知事 届出者 代表取締役　三重太郎　　　　　　　　　　　　印
項 番 3

区 分 ６ １ 2

大臣
コード

知事
3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ６ ２ 2 4
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）第 8 年 10 9 9 9 9 9 0 月 0 1 日
三重県　知事 特

号 平成 2

記

項 番 フリガナ  イ　　セ　　　　サブ　ロウ　　
3 5 10 15 18 20

氏 名 ６ ３ イ セ 伊 勢 三 郎 生年月日 S 4 2 年 0 5 月 0 5 日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほしゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解
3 5 10 15 20 25 30

今 後 担 当 す る 建
６ ４ 9 9 9

設 工 事 の 種 類

現在担当している
建 設 工 事 の 種 類

9 9 9

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和 ２ 年 ４ 月 １ 日 （ 旧 所 属 ）

専 任 技 術 者
の 住 所

津市広明町１３番地
営業所の名称

本　社
（ 新 所 属 ）

2 ８

有資格区分の変更により「２」となります。

解体工事業の技術者要件を満たしたた
め、「１Ｃ」を削除して、「１３」の
み記載します。

変更の年月日を記載します｡


